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2019 年 10 月 21 日 

認定特定非営利活動法人気候ネットワーク 

 

石炭火力発電事業に関するポリシー策定のお願い 

 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

2015 年の「パリ協定」後、世界中で脱炭素の動きが加速、欧州やカナダが脱石炭の方針を打ち出して

いるほか、金融機関や機関投資家にも石炭・化石燃料関連事業からの投資撤退（ダイベストメント）の

動きが広がっています。損害保険業界においても同様の動きは確実に広がっており、2015 年に AXA が

石炭事業からのダイベストメントや保険縮小のポリシーを掲げ（2017 年に内容強化）、本年 7 月には

Chubb が石炭ポリシーを公表しています。日本では、第一生命や日本生命が石炭火力事業への新規投融

資停止の方針を打ち出していますが、残念ながら損害保険業界からは具体的な動きが見られません。 

 

貴社におかれましては、気候変動は事業に関わる大きなリスクとして早くから認識され、自らの CO2

排出削減や、気候変動に関連する商品・サービスの提供、TCFD や国連持続可能な保険原則（PSI）とい

った気候変動関連のイニシアティブへの参加等、気候変動に積極的に取り組まれていることと存じます。

その一方で、大量の CO₂を排出し、大気汚染にも悪影響を及ぼす石炭関連事業に関しては、現在まで明

確な方針を打ち出されていません。そのため、unfriend coal※が 2018 年 12 月に公表したスコアカード

では、保険、投資撤退に関してはゼロとなっており、トータル順位でも 10 位に甘んじています。 

 

私たちは、気候変動リスクを身近に認識している貴社が、石炭事業に関連する保険の提供あるいは投

融資されることは、矛盾した無責任な企業行動であると考えています。世界の大手保険会社同様に石炭

方針の作成、とりわけ、新規石炭火力発電事業への保険の引受停止の決定を強くお願い申し上げます。 

 

私たちは国内外の NGO と連携し、世界中の保険業界のダイベストメントの動きを注視しております。

関連して確認をさせていただきたいことを次頁に取りまとめました。これに対しご回答をいただきたく、

お願い申し上げます。また、本件について、ぜひ私たちと対話を持っていただきたくお願いいたします。 

 

お問い合わせ及び、質問へご対応いただける場合の連絡先： 

認定特定非営利活動法人気候ネットワーク 東京事務所 

TEL：03－3263－9210   FAX：03－3263－9463 

e-mail：tokyo@kikonet.org 

 

末筆ながら、貴行の益々のご発展と誠実にご対応いただけることを祈念いたします。 

敬具 

※ unfriend coal 保険会社に石炭事業からの脱却とクリーンエネルギーへの移行を支援するよう働きかける NGO のグローバルな連合 



 

確認・質問事項 

 

 

１．貴社の気候変動リスクの認識についてお聞かせください。 

 

２．世界的な脱炭素の動きについての認識をお聞かせください。 

 

３．AXA（仏）や Chubb（米）が石炭ポリシーを策定・公表していることについて、貴社内においてど

う受け止められましたか。 

 

４．貴社において、上記に基づき、石炭ポリシー策定に向けた具体的な検討はなされていますか。もし

ある場合、可能な範囲で状況をお聞かせください。またない場合、なぜ検討されていないのか、その事

由をお聞かせください。 

 

 

 

注：ご回答の有無も含めて、いただいた内容(翻訳版も含む)は公開させていただく可能性があります。 


